
調査計画 

 

１ 調査の名称（□特定一般統計調査 ■その他の一般統計調査） 

高等学校等卒業（予定）者の就職（内定）状況に関する調査 

 

２ 調査の目的 

当該年度３月に高等学校、中等教育学校及び特別支援学校高等部本科を卒業する生徒の就職内定状

況（当該年度１０月末現在、１２月末現在）及び決定状況（当該年度３月末現在）を把握し、進路指

導上の参考資料を得ることを目的とするものである。 

 

３ 調査対象の範囲 

（１）地域的範囲（■全国 □その他） 

（２）属性的範囲（□個人 □世帯 ■事業所 □企業・法人・団体 □地方公共団体 □その他） 

国公私立高等学校（高等学校とその専攻科における５年間の一貫教育による課程を含む） 

国公私立中等教育学校 

国公私立特別支援学校高等部本科 

 

４ 報告を求める個人又は法人その他の団体 

（１）報告者数 

国公私立高等学校   約4,800 

国公私立中等教育学校   約60 

国公私立特別支援学校高等部本科 約1,000  

（調査実施時期に利用可能な直近の学校基本調査結果） 

（２）報告者の選定方法（■全数 □無作為抽出（□全数階層あり） □有意抽出） 

   全国の国公私立高等学校・中等教育学校・特別支援学校高等部本科を対象とし、都道府県教育委員

会等を経由して実施する調査であるため、特定の名簿については使用していない。 

 

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 

（１）報告を求める事項（詳細は別添の調査事項一覧を参照） 

毎年度３月卒業（予定）者数 

   就職希望者数 

   就職（内定）者数 

  〔集計しない事項の有無〕■無 □有 

（２）基準となる期日又は期間 

   毎年１０月末、１２月末、３月末現在 

 

６ 報告を求めるために用いる方法 

（１）調査系統 



  国立  文部科学省－国立大学法人－国立大学法人附属高等学校・中等教育学校・特別支援学校高等部本 

      科 

  公立  文部科学省－都道府県教育委員会－（市（区）町村（組合）教育委員会）－公立高等学校・

中等教育学校・特別支援学校高等部本科 

  私立  文部科学省－都道府県知事部局－私立高等学校・中等教育学校・特別支援学校高等部本科 

  ※ 都道府県教育委員会、都道府県知事部局は、所管又は所轄の各高等学校等の調査票を集計した上

で、各高等学校等の調査票情報を添付し、文部科学省に報告を行う。 

（２）調査方法 

□郵送調査 ■オンライン調査（□政府統計共同利用システム □独自のシステム ■電子メー

ル） □調査員調査 □その他（    ） 

〔調査方法の概要〕 

・ 文部科学省から国立大学法人、都道府県教育委員会、都道府県知事部局へメールで電子媒体を

送付。調査への回答はメールで回収する。 

・ メールの送受信に際しては、個人アドレスではなく、課のアドレスを利用して行い、情報の漏

洩等を防いでいる。 

 

７ 報告を求める期間 

（１）調査の周期 

   □１回限り □毎月 □四半期 □１年 □２年 □３年 □５年 □不定期 ■その他（年３回） 

（１年を超える場合又は不定期の場合の直近の実施年：   ） 

（２）調査の実施期間又は調査票の提出期限 

   調査実施期間：毎年１０月中旬～３月３１日 

   調査票の提出期限：毎年１１月１５日、１月１５日、４月１５日  

 

８ 集計事項 

  別添１の様式による 

 

９ 調査結果の公表の方法及び期日 

（１）公表・非公表の別（■全部公表 □一部非公表 □全部非公表） 

（２）公表の方法（■e-Stat □インターネット（e-Stat以外） □印刷物 □閲覧） 

（３）公表の期日 

   毎年１２月、２月、５月頃 

 

10 使用する統計基準 

□使用する→□日本標準産業分類 □日本標準職業分類 □その他（   ） 

■使用しない 

  本調査は、国公私立高等学校・中等教育学校・特別支援学校高等部本科を卒業する生徒の就職（内定）

に関する調査であり、日本標準産業分類等の統計基準を適用する余地が小さいことから使用しない。 

 



11 調査票情報の保存期間及び保存責任者 

保存期間：永年 

保存責任者：文部科学省初等中等教育局児童生徒課長 
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〈男子＋女子〉 令和〇年〇月〇日現在

卒業者数
（人） 県　内 県　外 計 県　内 県　外 計 県　内 県　外 計 県　内 県　外 計 県　内 県　外 計
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茨　城
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島　根
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沖　縄

計
注１．　就職率は、小数第２位を四捨五入した数値である。
　２．　看護（５年課程５年次）は、高等学校卒業者ではないため集計からは除いている。
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令 和 〇 年 ３ 月 高 等 学 校 等 卒 業 者 の 就 職 状 況 （ 都 道 府 県 別 ）
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〈男子〉 令和〇年〇月○日現在

卒業者数
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〈女子〉 令和〇年〇月○日現在
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（調査事項） 

都道府県ごとの以下の人数 

（１）国立高等学校、国立中等教育学校、国立特別支援学校高等部本科 

   学科iごとの男子・女子それぞれにおける以下の人数。 

   ・卒業（予定）者数 

   ・就職希望者数・県内 

   ・就職希望者数・県外 

   ・就職（内定）者数・県内 

   ・就職（内定）者数・県外 

    

（２）公立高等学校、公立中等教育学校、公立特別支援学校高等部本科 

  （１）に同じ。 

 

（３）私立高等学校、私立中等教育学校、私立特別支援学校高等部本科 

   （１）に同じ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

i 普通、農業、工業、商業、水産、家庭、看護（３年課程３年次）、看護（５年課程３年次）、看護（５年課程５年

次）、情報、福祉、その他、総合学科。 


